
 

 

令和５年度関東農政局補助事業評価委員会（再評価・事後評価） 

技術検討会（第１回） 

 

議事次第 

 

日時：令和５年 10 月４日（水） 

12:50～13:50 

場所：静岡県浜松総合庁舎    

 

１ 開会 

 

２ 補助事業評価委員会委員長 挨拶 

 

３ 技術検討会の委員長選出 

 

４ 議事 

（１）現地調査について 

（２）技術検討会に関する情報公開について 

（３）事業評価のスケジュールについて 

（４）令和５年度の事業評価地区（再評価・事後評価）について 

（５）現地調査地区の事業評価の内容について 

・再評価「米津排水路地区」 

・事後評価「天竜川下流寺谷地区」 

（６）質疑応答 

 

５ 閉会 



令和５年度補助事業評価委員会（再評価・事後評価） 

第 1 回技術検討会 現地調査等行程 

 

開催日：令和５年 10 月４日（水） 

 

9:00 JR 浜松駅 出発（貸し切りバス） 

 

9:25～9:55 

現地調査：農村地域防災減災事業「米津排水路地区」（再評価） 

・概要説明（静岡県西部農林事務所） 

・調査内容：受益地（生産者、施設管理者）※意見交換含む 

 

＜＜＜＜休憩：ＪＡとぴあ浜松ファーマーズマーケット白脇＞＞＞＞ 

 

10:50～11:20 

現地調査：水利施設整備事業「天竜川下流寺谷地区」（事後評価） 

・概要説明（静岡県中遠農林事務所） 

・調査内容：受益地（生産者、施設管理者）※意見交換含む 

 

11:25～12:15  昼 食：お食事処『やまに』 

 

12:50～13:50 

  第 1 回技術検討会（静岡県浜松総合庁舎会議室） 

 

14:00 JR 浜松駅 解散 



 

 

令和５年度 関東農政局補助事業評価委員会（再評価・事後評価） 

技術検討会委員 
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宇都宮大学農学部教授 

 

信州大学農学部助教 

 

日本大学生物資源科学部教授 

 

東京農業大学地域環境科学部教授 

（五十音順、敬称略） 
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（再評価）

事業担当課名 事業名 地区名 都県名 関係市町名 事業主体

水利整備課
水利施設等保全高度化事業
（水利施設整備事業） 霞ヶ浦用水Ⅲ期

かすみがうらようすいさんき
茨城県

筑西市、下妻市、つくば
市、坂東市、常総市、結城
市、八千代町、笠間市、桜

川市、古河市

県

農村地域防災減災事業
（防災重点農業用ため池緊急整備事業） 　西塩田

にししおだ
長野県 上田市 県

農村地域防災減災事業
（用排水施設等整備事業） 柿沢

かきさわ

川
がわ

南部
なんぶ

静岡県 伊豆の国市 県

農村地域防災減災事業
（用排水施設等整備事業） 米津

よねず

排水路
はいすいろ

静岡県 浜松市 県

（事後評価）

事業担当課名 事業名 地区名 都県名 関係市町名 事業主体

農業競争力強化基盤整備事業
（畑地帯総合整備事業） 玉宮

たまみや
山梨県 甲州市 県

農業競争力強化基盤整備事業
（水利施設整備事業） 天竜川

てんりゅうがわ

下流
かりゅう

寺谷
てらたに

静岡県 磐田市 県

防災課
農村地域防災減災事業
（用排水施設等整備事業） 毘沙門

びしゃもん
静岡県

伊豆の国市、
函南町

県

令和５年度　農業農村整備事業等補助事業評価（再評価・事後評価）地区一覧

（２事業種４地区）

（２事業種３地区）

（山梨県１地区、静岡県２地区）

（茨城県１地区、長野県１地区、静岡県２地区）

防災課

水利整備課



農業競争力強化農地整備事業

栃木
静岡
茨城
埼玉
長野
群馬
千葉

令和５年度　補助事業評価（再評価・事後評価）　対象地区１

水利施設等保全高度化事業

茨城県

千葉県

栃木県

群馬県

埼玉県

○ 再評価地区

○ 事後評価地区

霞ヶ浦用水Ⅲ期地区



農業競争力強化農地整備事業

栃木
静岡
茨城
埼玉
長野
群馬
千葉

令和５年度　補助事業評価（再評価・事後評価）　対象地区２

水利施設等保全高度化事業

静岡県

長野県

山梨県 東京都

神奈川県

○ 再評価地区

○ 事後評価地区

玉宮地区

西塩田地区

柿沢川南部地区

米津排水路地区

天竜川下流寺谷地区

毘沙門地区



令和５年度関東農政局補助事業評価委員会（事後評価・再評価） 
技術検討会（第１回） 

 

技術検討会の公表等について 

  

（１）技術検討会の公表及び傍聴  

委員の事前了解が得られたことから全３回の技術検討会は傍聴可とする。  

 

（２）技術検討会資料及び評価結果  

技術検討会の議事録及び資料の取扱いは、技術検討会（第 1 回）において技

術検討会委員により決定。 

  

<令和５年度の公表方法（案）＞ 

 
公表資料 

公表部局／公表方法 参考 
昨年度の事業評価

の取り扱い 
農林水産省 関東農政局 

技

術

検

討

会 

開 催 － プレスリリース プレスリリース 

傍 聴 － 
傍聴可 
※プレスリリース 

傍聴可 
※プレスリリース 

議事録 － ホームページ 
発言者名を記載し

た議事録を委員の

了解を経て公表 

資 料 － ホームページ ホームページ 

評

価

結

果 

費用対分析に関

する説明資料 
ホームページ 

ホームページ 

（本省 HP リンク） 
ホームページ 

 



時期 技術検討会 内容

1 10月４日（水）
第１回技術検討会
（現地調査：静岡県下）

現地調査
再評価：米津排水路地区（農地防災）
事後評価：天竜川下流寺谷（かん排）

2 11月１日（水）
第２回技術検討会
（関東農政局：さいたま新都心）

・再評価結果(案）の説明
・事後評価結果（案）の説明
・質疑応答、意見交換

3 １月12日（金）
第３回技術検討会
（関東農政局：さいたま新都心）

・第２回技術検討会における意見に対
する回答について
・質疑応答、意見交換
・「第三者の意見」取りまとめ

4 ３月末 評価結果の公表 本省及び農政局HPに掲載

令和５年度 関東農政局補助事業評価委員会(再評価・事後評価)
技術検討会のスケジュール（案）



地 区 概 要 資 料

再評価「米津排水路地区」
よ ね づ は い す い ろ

令和５年度

関東農政局補助事業評価委員会

技術検討会（第１回）

令和５年10月

静岡県



農村地域防災減災事業 米津排水路地区

＜地区の概要＞

① 事 業 主 体 静岡県

②関係市町村 浜松市

③ 事 業 目 的

本地区の流域では、周辺の土地利用の変化等により、排水路へ
の流入量が増加し、現況の通水断面では流下能力不足となってい
る。また、昭和30年代前半に築造された施設であり老朽化の進行に
より、既設護岸ブロック等の崩壊が通水を阻害し、豪雨時には農用
地等に甚大な被害を及ぼす危険性が高まっているため、早急に改
修を実施し、農業生産維持及び本地域全体として農業経営の安定と
国土保全を図るものである。

④ 受 益 面 積 149.0ha（水田59.2ha、畑89.8ha）

⑤ 主 要 工 事 排水路 L＝3.8km

⑥ 総 事 業 費 ２，６７０百万円

⑦ 工 期 平成25年度～令和７年度（当初：平成25年度〜令和２年度)



米津排水路地区 位置図

米津排水路

屋島川排水路



国道１号

施工箇所：浜松市南区
受益面積：149.0ha（水田59.2ha、畑：89.8ha）
工 期：平成25年度～令和７年度
事 業 費：2,670百万円
事業内容：排水路工 延長3,832ｍ
進 捗 率：65%(事業量ﾍﾞｰｽ)、57%(事業費ﾍﾞｰｽ)

4

事業の進捗状況



屋島川周辺の湛水状況

米津排水路周辺の湛水状況

平成２４年8月豪雨(24時間雨量１８３㎜)
※計画基準雨量：24時間雨量１９９㎜

湛水被害状況

【湛水被害の状況】【湛水被害のない状況】



既設水路破損状況

流下能力4.07m3/s

1.2m
6.6m

流下能力5.90m3/s

6.6m
1.6m

排水路 事業実施前後

整備前 整備後

整備前は流下能力の不足や損傷により、豪雨時に周辺農地が湛水被害を受け
ていたが、排水路の整備により、湛水被害が軽減され、安定的に農業経営が行
えるようになった。

環境型水路
(魚巣ブロック)



湛水被害状況の変化

24時間雨量 260 ㎜
(計画基準雨量：24時間199㎜)

台風通過直後
（屋島川排水路受益地）

豪雨による湛水状況
（屋島川排水路受益地）

R4年9月23日台風15号の湛水状況

7

24時間雨量 183 ㎜H24年8月豪雨の湛水状況

排水路の整備



営農状況

整備前は流下能力の不足や損傷により、豪雨時に周辺農地が湛水被害を受け
ていたが、排水路の整備により、湛水被害が軽減され、安定的に農業経営が行
えるようになった。

たまねぎの収穫状況 ブロッコリーの栽培状況

にんじんの栽培状況



事業実施による効果（費用対効果の算出）

投資効率の算定結果
総便益 20,784百万円
総費用 8,077百万円
総費用総便益費 2.57

区分

効果項目

食料の安定供給に関する効果

維持管理費節減効果

農業の持続的発展に関する効果

災害防止効果（農業関係資産）

農村の振興に関する効果

災害防止効果（一般資産）

多面的機能の発揮に関する効果

災害防止効果（公共資産）

年 総 効 果 効 果 の 要 因

（ 便 益 ） 額

△ 2,206

176,447
排水路の整備を実施した場合と実施しなかっ
た場合での災害による農業資産に係る被害額
が軽減する効果

△ 2,206
排水路の整備を実施した場合と実施しなかっ
た場合での施設の維持管理費が増減する効果

合　　　計 652,789

63,845

63,845
排水路の整備を実施した場合と実施しなかっ
た場合での災害による公共資産に係る被害額
が軽減する効果

176,447

414,703

414,703
排水路の整備を実施した場合と実施しなかっ
た場合での災害による一般資産に係る被害額
が軽減する効果

【効果項目と年効果額】



事業の長期化の主な原因

①地下水対策
地下水位が想定よりも高く、その対策（ウエルポイント設置間隔変更、ディープウエルポ

イントによる排水処理）に時間を要したことから工事進捗に遅れが生じ、事業が長期化した。

【事業の長期化の主な原因】

ディープウエルポイント施工状況ウエルポイント排水状況



受益地は、たまねぎ、ブロッコリー、にんじん栽培を中心に作付している。排
水施設を整備することで、豪雨時の湛水被害を軽減して安定的な農業経営が展開
できるよう、早期完了を要望している。

地元（受益者、地方公共団体等）の意向

継続する。

令和６年度予算を要求する。

事業主体の事業実施方針

事業主体の予算要求方針



農業農村整備事業等補助事業評価（期中・完了後）実施要領 

 
平成15年２月13日付け14農振第1906号 

最終改正 令和５年１月20日付け４畜産第2052号 

令和５年１月20日付け４農振第2328号 

 

 

第１ 趣旨 

農業農村整備事業等の効率性及び事業実施過程の透明性の一層の向上を図るため、

国の補助金の交付を受けて都道府県等事業実施主体（以下「事業主体」という。）が

実施している事業（以下「補助事業」という。）に関して、農林水産省は、農林水産

省政策評価基本計画（令和２年３月31日農林水産大臣決定。以下「基本計画」とい

う。）に基づく事業評価として、事業採択後一定期間ごとに事業実施の妥当性につい

て総合的かつ客観的に評価し、補助金交付の方針の決定を行う期中の評価（以下「再

評価」という。）及び事業完了後一定期間経過後に事業実施のもたらす効果につい

て、総合的かつ客観的に評価を行う完了後の評価（以下「事後評価」という。）を実

施することとする。 

 

第２ 対象事業及び実施時期  

１ 再評価 

（１）事業評価の対象となる事業は、行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成

13年法律第86号。以下「政策評価法」という。）第７条第１項に基づく農林水産

省政策評価実施計画（以下「実施計画」という。）の別表２の１の（１）のイ及

び（２）のイ並びに２の（１）のイ及び（２）のイに掲げる補助事業のうち畜産

局及び農村振興局の所掌に係るものとし、その事業を行う地区（以下「事業地

区」という。）について、原則として、次に掲げる年度において事業評価を実施

するものとする。 

ア 事業採択後５年が経過した時点で未着手の事業地区にあっては、当該時点の

属する年度 

イ  事業採択後10年が経過した時点で継続中の事業地区にあっては、当該時点の

属する年度 

ウ  事業採択後10年を超えて継続中の事業地区にあっては、直近に再評価を実施

した年度から５年度ごと 

 

（２）当該年度内に対象事業地区が事業を完了する場合は、実施しないものとする。 

 

（３）（１）のほか、自然災害の発生、社会経済情勢の変化等により必要と認められ

る場合は、適切な時期に実施するものとする。 

 

２  事後評価 

（１）事業評価の対象となる事業は、実施計画の別表２の１の（２）のイに掲げる補

助事業のうち畜産局及び農村振興局の所掌に係るものであって、総事業費10億円

以上のものとし、その事業を完了した地区について、原則として、事業完了後一

定期間（おおむね５年）経過後に事業評価を実施するものとする。ただし、事業

完了後の事業評価が政策評価法により義務づけられていないことから、事業主体

の協力が得られる範囲内で実施するものとする。 

（２）（１）のほか、自然災害の発生、社会経済情勢の変化等により必要と認められ
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る場合は、適切な時期に実施するものとする。 

 

第３ 事業評価の実施手続 

１  地方農政局（北海道にあっては畜産局又は農村振興局、沖縄県にあっては沖縄総

合事務局。以下「地方農政局等」という。）においては、関係部課長をもって構成

する補助事業評価委員会で評価結果書案等を検討の上取りまとめる。 

なお、事業評価の実施に当たっては、事業主体の協力の下実施するものとする。 

 

２ 畜産局又は農村振興局においては、評価結果書案等を取りまとめ、評価書の案を作

成する。 

 

第４ 事業評価の実施 

１  再評価 

（１）地方農政局長（北海道にあっては農林水産省畜産局長又は農林水産省農村振興

局長（以下「畜産局長等」という。）、沖縄県にあっては沖縄総合事務局長。以

下「地方農政局長等」という。）は、事業主体の協力の下、以下の項目を基本的

な内容とする必要な情報・データ等を収集し、補助金交付の方針案（予算割当て

に関する方針案及びその理由等。）を取りまとめ、再評価地区別資料（別紙様式 

１）及び再評価結果書（別紙様式２）の案を作成するものとする。 

 

〔再評価地区別資料記載項目〕 

ア  費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化（費用対効果分析の結果を

含む。） 

イ 農業情勢、農村の状況その他の社会経済情勢の変化 

ウ 事業の進捗状況 

エ 関連事業の進捗状況 

オ  その他 

 

（２）地方農政局長等は、再評価結果書案等を再評価の実施年度の２月末日までに畜

産局長等に報告するものとする。 

 

（３）畜産局長等は、地方農政局長等からの報告を踏まえ、当該事業の補助金交付の

方針案を決定する。 

 

２  事後評価 

（１）地方農政局長等は、事業主体の協力の下、以下の項目を基本的な内

容とする必要な情報・データ等を収集し、事後評価地区別結果書（別

紙様式３）を取りまとめるものとする。 

 

〔事後評価地区別結果書記載項目〕  

ア 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化 
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イ  事業効果の発現状況（費用対効果分析の結果を含む。） 

ウ  事業により整備 された施設の管理状況 

エ  事業実施による環境の変化 

オ  社会経済情勢の変化 

カ  今後の課題等 

 

（２）地方農政局長等は、事後評価地区別結果書を事後評価の実施年度の２月末日ま

でに畜産局長等に報告するものとする。 

（３）畜産局長等は、地方農政局長等からの報告を踏まえた対象事業の事後評価の結

果等を有効に活用し、今後の事業の在り方の検討、事業評価手法の改善等を進め

るものとする。 

 

第５ 学識経験者等の知見の活用 

評価に当たっては、客観性の確保及び多様な意見を反映させるとともに、評価手法

の向上を図るため、学識経験者等の第三者の知見を活用するものとする。 

 

第６ 評価結果等の公表 

１ 畜産局長等は、基本計画第５の３の（４）のイに基づき、原則として事業評価の

実施年度の３月末日までに評価書を公表するものとする。 

 

２ 評価書の公表に当たっては、事業評価の透明性や評価結果の検証可能性を確保す

る観点から、関連文書、評価の基礎となったデータ、第三者等から聴取した意見を

併せて公表するものとする。 

 

第７ 評価手法の改善 

評価手法については、今後更なる評価精度の向上を図るため逐次改善に努めるもの

とする。 

 

第８ 評価基礎資料等の収集における事業主体の積極的な協力 

事業主体は、主体性をもって事業の効率的・効果的な実施を図る観点から、必要な

情報の収集及び事業効果の把握に努めるものとする。 

その際、事業により整備される施設の管理主体が事業主体と異なる場合には、事業

主体は管理主体の協力を得るものとする。 

なお、これら収集・把握した情報等について事業主体は、地方農政局等へ積極的に

提供し、事業評価の的確な実施に協力するものとする。 

 

第９ 委任 

補助事業評価委員会の事務その他必要な事項については、地方農政局長等が別に定

めるものとする。 
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（別紙様式１） 
 

農業農村整備事業等再評価地区別資料 
 

局    名  

 

都道府県名  関係市町村名  

事 業 名  地  区  名  

事業主体名  事業採択年度  

〔事業内容〕 

 

〔項 目〕 

ア 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化（費用対効果分析の結果を含む。）

イ  農業情勢、農村の状況その他の社会経済情勢の変化 

ウ  事業の進捗状況 

エ 関連事業の進捗状況

オ  その他 

事 業 主 体 の

事業実施方針  

 

事 業 主 体 の

予算要求方針  

 

第 三 者 

の 意 見 

 

補 助 金

交 付 の 方 針 
 

 

 

 

 
 

 

（注１）「事業主体の事業実施方針」欄は、事業主体が決定した当該地区の継続、事業内容の見直し、
中止を記入する。 

（注２）「事業主体の予算要求方針」欄は、事業主体の事業実施方針に基づき事業主体が決定した予
算要求方針（予算要求する、予算要求しない）を記入する。 

（注３）「第三者の意見」欄は、第三者の意見のうち特記すべき内容について記入する。 
（注４）「補助金交付の方針」欄は、地方農政局等にあっては、欄の名称を「補助金交付の方針案」と

し、国としての補助金交付の方針案（予算割当に関する方針及びその理由等）を簡潔に記入す
る。 



（
別
紙
様
式
２
）
 

農
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事
業
等
再
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結
果
書
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体
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（
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１
）
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目
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条
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な
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－
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２
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方
針

」
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い
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は
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地
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農
政
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案
」
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入
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る
。

 



（別紙様式３）  

農業農村整備事業等事後評価地区別結果書 
 

 
 

 

都道府県名 
  

関係市町村名 

 

 

事 業 名 

  

地 区 名 

 

 

事業主体名 

  

事業完了年度 

 

〔事業内容〕 

〔項 
 

ア

イ

ウ

エ

オ

カ 

目〕 
 

費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化 
 

事業効果の発現状況（費用対効果分析の結果を含む。）

事業により整備された施設の管理状況 

事業実施による環境の変化

社会経済情勢の変化 

今後の課題等 

事 後 評 価 結 果 
 

第 三 
 

 

 
 

 

者 の 意 見 
 

 

 

 

 
 

（注１）「事後評価結果」欄は、項目の内容を総括して記入する。 
（注２）「第三者の意見」欄は、第三者の意見のうち特記すべき内容について記入する。 

局 名 



 

関東農政局補助事業評価委員会設置要領 

 

最終改正 令和５年７月 14 日付け５関振第 1241 号 

 

第１  補助事業評価委員会の設置 

 国の補助金の交付を受けて都県等事業実施主体が実施している事業（以下「補助事

業」という。）に関して、農業農村整備事業等の効率性及び事業実施過程の透明性の

一層の向上を図るため、事業採択後一定期間ごとに事業実施の妥当性について総合的

かつ客観的に評価し、補助金交付の方針の決定を行う期中の評価（以下「再評価」と

いう。）及び事業完了後一定期間経過後に事業実施のもたらす効果について、総合的

かつ客観的に評価を行う完了後の評価（以下「事後評価」という。）に係る検討等を

行う関東農政局補助事業評価委員会（以下「評価委員会」という。）を設置する。 

 

第２  評価委員会の事務 

  評価委員会は、次の事項を検討・実施する。 

（１）補助事業の再評価に関すること 

   ・再評価地区別資料及び再評価結果書に関すること。 

・補助金交付の方針案作成に関すること。 

（２）補助事業の事後評価に関すること 

   ・事後評価地区別結果書に関すること。 

（３）農業競争力強化基盤整備事業（農地整備事業（経営体育成型、中山間型）） 

  の中間審査に関すること。 

（４）中山間地域所得確保対策及び中山間地域所得向上支援対策の事業評価に関する

こと。 

（５）その他必要な事項に関すること。 

 

第３  評価委員会の構成等 

  １．評価委員会の構成は次のとおりとする。 

  （１）第２の（１）及び（２）に係るもの 

          委員長          農村振興部長 

          副委員長        生産部長 

          委員        生産部 地方参事官 

                          農村振興部 地方参事官（各省調整） 

                          農村振興部 地方参事官（事業計画） 

                          畜産課長 

             設計課長 

                        農村計画課長 



             都市農村交流課長 

                          土地改良管理課長 

                          農村環境課長 

                          事業計画課長 

                          用地課長 

                          水利整備課長 

                          農地整備課長 

                          地域整備課長 

                          防災課長 

 

  （２）第２の（１）及び（２）にあって農村振興部のみ所管に係るもの 

          委員長          農村振興部長 

          委員            農村振興部 地方参事官（各省調整） 

                          農村振興部 地方参事官（事業計画） 

             設計課長 

                        農村計画課長 

             都市農村交流課長 

                          土地改良管理課長 

                          農村環境課長 

                          事業計画課長 

                          用地課長 

                          水利整備課長 

                          農地整備課長 

                          地域整備課長 

                          防災課長 

 

  （３）第２の（３）に係るもの 

          委員長          農村振興部長 

          委員          農村振興部 地方参事官（各省調整） 

                    農村振興部 地方参事官（事業計画） 

                          設計課長 

                          農村計画課長 

                          土地改良管理課長 

                          農村環境課長 

                          事業計画課長 

                          農地整備課長 

 

（４）第２の（４）に係るもの 

          委員長          農村振興部長 



          委員          農村振興部 地方参事官（各省調整） 

                    農村振興部 地方参事官（事業計画） 

                          設計課長 

                          農村計画課長 

                          農村環境課長 

                          農地整備課長 

                          地域整備課長 

 

 ２．委員長は、必要に応じて前項に掲げる者以外の者の出席を求めることができ

る。 

  ３．委員長は、評価委員会を招集する。 

 ４．委員長は、補助事業の再評価及び事後評価の実施に際し、専門的知見を有する

第三者から構成される委員会（以下「技術検討会」という。）を別添設置要領に

基づき設置し、再評価結果書案及び事後評価結果書案に対する意見を聴く。 

 ５．委員長が欠員の場合は、委員から委員長代理を選定する。 

  

第４  幹事会の構成等 

  １．評価委員会に次の構成による幹事会を設ける。 

 （１）第２の（１）に係るもの 

        幹事長  設計課長 

        幹 事  畜 産 課  課長補佐（草地） 

                設 計 課  事業調整室長、課長補佐（調整） 

                農村計画課  課長補佐（総務） 

        都市農村交流課 課長補佐 

         土地改良管理課 課長補佐、農政調整官 

                農村環境課  課長補佐 

                事業計画課  課長補佐（総務、計画調整） 

                用 地 課  課長補佐（用地調整） 

                水利整備課  課長補佐 

                農地整備課  課長補佐（総務、競争力強化事業推進） 

                地域整備課  課長補佐 

                防 災 課  課長補佐 

 

 （２）第２の（１）にあって農村振興部のみ所管に係るもの 

        幹事長  設計課長 

        幹 事  設 計 課  事業調整室長、課長補佐（調整） 

                農村計画課  課長補佐（総務） 

        都市農村交流課 課長補佐 

         土地改良管理課 課長補佐、農政調整官 



                農村環境課  課長補佐 

                事業計画課  課長補佐（総務、計画調整） 

                用 地 課  課長補佐（用地調整） 

                水利整備課  課長補佐 

                農地整備課  課長補佐（総務、競争力強化事業推進） 

                地域整備課  課長補佐 

                防 災 課  課長補佐 

 

 （３）第２の（２）に係るもの 

        幹事長  土地改良管理課長 

        幹 事  （１）又は（２）の幹事に同じ 

 

  （４）第２の（３）に係るもの 

        幹事長  農地整備課長 

        幹 事  設 計 課    事業調整室長 

         農村計画課    課長補佐（総務） 

                土地改良管理課  課長補佐、農政調整官（開発） 

                農村環境課    課長補佐 

                事業計画課    課長補佐（総務・計画調整） 

 

 （５）第２の（４）に係るもの 

        幹事長  農村計画課長（中山間地域所得確保対策） 

地域整備課長（中山間地域所得向上支援対策） 

幹 事  設 計 課  事業調整室長 

                農村計画課  課長補佐（直接支払） 

                農村環境課  課長補佐 

                農地整備課  課長補佐（総務・競争力強化事業推進） 

                地域整備課  課長補佐 

 

  ２．幹事長は、必要に応じて前項に掲げる者以外の者の出席を求めることができ

る。 

  ３．幹事長は、幹事会を招集する。 

  ４．幹事会の事務は以下のとおりとする。 

 （１）評価委員会に必要な事項の検討、資料の収集、作成及び整理。 

 （２）その他必要な事項。 

 

第５ 実施方法等 

  １．再評価及び事後評価の実施方法等は、農業農村整備事業等補助事業評価（期

中・完了後）実施要領（平成 15 年 2 月 13 日付け 14 農振 1906 号生産局長、農村



振興局長通知）等によるものとする。 

  ２．農業競争力強化基盤整備事業（農地整備事業（経営体育成型、中山間型））等

の中間審査の実施方法は、農業競争力強化基盤整備事業実施要綱（平成 25 年 2 月

26 日付け 24 農振第 2091 号農林水産事務次官依命通知）等によるものとする。 

３．中山間地域所得確保対策の事業評価の実施方法等は、中山間地域所得確保対策実

施要綱（令和３年１月 28 日付け２農振第 2612 号農林水産事務次官依命通知）等に

よるものとする。 

４．中山間地域所得向上支援対策の事業評価の実施方法等は、中山間地域所得向上支

援対策実施要綱（平成 28 年 10 月 11 日付け 28 農振第 1336 号農林水産事務次官依

命通知）等によるものとする。 

 

第６  報告 

  委員長は、評価委員会でとりまとめた再評価地区別資料、再評価結果書及び補助金

交付の方針案並びに事後評価地区別結果書を関東農政局長に報告するものとする。 

 

第７  事務局 

  評価委員会及び幹事会の事務局は、関係各課が連携して行うものとする。ただし、

その庶務については設計課が行う。 

 

  附則 

    この要領は、平成１５年２月２４日から施行する。 

  附則 

    この要領は、平成１６年１１月８日から施行する。 

  附則 

    この要領は、平成１８年１月２０日から施行する。 

  附則 

    この要領は、平成１８年９月２６日から施行する。 

  附則 

  この要領は、平成２２年１月２０日から施行する。 

  附則 

  この要領は、平成２３年９月 １日から施行する。 

  附則 

  この要領は、平成２６年５月１３日から施行する。 

  附則 

  この要領は、平成２８年２月 ８日から施行する。 

  附則 

  この要領は、令和 ２年１０月１４日から施行する。 

附則 

  この要領は、令和 ５年 ７月１４日から施行する。 



  別 添 

           技術検討会設置要領 

 

 第１  設置 

   関東農政局補助事業評価委員会（以下「補助事業評価委員会」という。）が実

施する補助事業の再評価結果（以下「再評価結果」という。）及び補助事業の事

後評価結果（以下「事後評価結果」という。）の透明性及び客観性を確保するた

め、設置要領第３の４に基づき、専門的知見を有する第三者から構成される委員

会（以下「技術検討会」という。）を設置し、意見を求めることとする。 

 

  第２  事務 

    技術検討会は、再評価及び事後評価について、補助事業評価委員会からの求め

に応じて、技術的・専門的見地から意見をとりまとめ提出する。 

 

  第３  構成 

   １．技術検討会の委員 

     委員は国又は関係機関（関係する土地改良区、地方公共団体、その他の関係

機関をいう。）に属する者以外の学識経験者とし、補助事業評価委員会の長５

名程度委嘱する。 

   ２．委員長 

      委員長は、委員の互選により選出する。 

   ３．委員の任期 

     委員の任期は、２年を限度とし、再任は原則として１回までとする。 

 

  第４  運営 

    １．技術検討会は、補助事業評価委員会の長が召集する。 

    ２．委員長は、技術検討会の結果を補助事業評価委員会に報告する。 

 

  第５  事務局 

     技術検討会の事務局は、関係各課が連携して行うものとする。ただし、その庶

務については設計課が行う。 

 

附則 

    この要領は、平成１５年２月２４日から施行する。 

  附則 

    この要領は、平成１６年１１月８日から施行する。 

  附則 

    この要領は、平成１８年１月２０日から施行する。 

  附則 



    この要領は、平成１８年９月２６日から施行する。 

  附則 

  この要領は、平成２２年１月２０日から施行する。 

  附則 

  この要領は、平成２８年２月 ８日から施行する。 

  附則 

  この要領は、令和２年１０月１４日から施行する。 
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